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経営事項審査の事務取扱いについての改正について（通知） 

 

 

今般、「建設業法第２７条の２３第３項の経営事項審査の項目及び基準を定める件の

一部を改正する告示」（令和６年国土交通省告示第１３４２号）が制定されたところで

あるが、これを踏まえ、「経営事項審査の事務取扱いについて（通知）」（平成２０年国

総建第２６９号)の一部を改正することとしたので、下記の通り通知する。 

 

 

記 

 

経営事項審査の事務取扱いについて（平成２０年１月３１日付け国総建第２６９号）

の一部を別添の通り改正する。　 

 

　　附　則 

　この通知は、発出日から適用する。 

 

                                                                          以上

PC23
線

http://itsys.jeca.or.jp/system/admin/datac/9/241218kokudoukrn269.pdf
PC23
受付

PC23
テキストボックス
24.12.18



（別　添） 

平成２０年１月３１日国総建第２６９号 

経営事項審査の事務取扱いについて（通知） 

新旧対照表 

 

（傍線部分は改正部分） 

 

 改　正　後 改　正　前

 

 Ⅰ  （略） Ⅰ  （略）

   １　（略） １　（略）

 ２　許可を受けた建設業の種類別の技術職員の数及び許可を受けた建設 ２　許可を受けた建設業の種類別の技術職員の数及び許可を受けた建設

 業に係る建設工事の種類別年間平均元請完成工事高について(告示第 業に係る建設工事の種類別年間平均元請完成工事高について(告示第

   一の三関係) 一の三関係)

   （１）　許可を受けた建設業の種類別の技術職員の数について （１）　許可を受けた建設業の種類別の技術職員の数について

イ　許可を受けた建設業に従事する技術職員は、建設業法第７ イ　許可を受けた建設業に従事する技術職員は、建設業法第７

条第２号イ、ロ若しくはハ又は同法第１５条第２号イ若しく 条第２号イ、ロ若しくはハ又は同法第１５条第２号イ若しく

はハに該当する者、規則第１８条の３第２項第２号に規定す はハに該当する者、規則第１８条の３第２項第２号に規定す

る登録基幹技能者講習を修了した者（以下「基幹技能者」と る登録基幹技能者講習を修了した者（以下「基幹技能者」と

いう。）、建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第２ いう。）、建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第２

９条第１号又は第２号に掲げる者、建設技能者の能力評価制 ８条第１号又は第２号に掲げる者、建設技能者の能力評価制

度に関する告示（平成３１年国土交通省告示第４６０号）第 度に関する告示（平成３１年国土交通省告示第４６０号）第

３条第２項の規定により同項の認定を受けた能力評価基準（以 ３条第２項の規定により同項の認定を受けた能力評価基準（以

下「認定能力評価基準」という。）により技能や経験の評価が 下「認定能力評価基準」という。）により技能や経験の評価が

最上位であるとされた建設技能者（以下「レベル４技能者」 最上位であるとされた建設技能者（以下「レベル４技能者」

という。）又はレベル４技能者に次ぐものとされた建設技能者 という。）又はレベル４技能者に次ぐものとされた建設技能者

（以下「レベル３技能者」という。）であって、審査基準日以 （以下「レベル３技能者」という。）であって、審査基準日以

前に６か月を超える恒常的な雇用関係があり、かつ、雇用期 前に６か月を超える恒常的な雇用関係があり、かつ、雇用期

間を特に限定することなく常時雇用されている者（法人であ 間を特に限定することなく常時雇用されている者（法人であ

る場合においては常勤の役員を、個人である場合においては る場合においては常勤の役員を、個人である場合においては

この事業主を含む。）とする。 この事業主を含む。）とする。 

　また、雇用期間が限定されている者のうち、審査基準日に 　　また、雇用期間が限定されている者のうち、審査基準日に

おいて高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年 おいて高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年



法律第６８号）第９条第１項第２号に規定する継続雇用制度 法律第６８号）第９条第１項第２号に規定する継続雇用制度

の適用を受けているもの（６５歳以下の者に限る。）について の適用を受けているもの（６５歳以下の者に限る。）について

は、雇用期間を特に限定することなく常時雇用されている者 は、雇用期間を特に限定することなく常時雇用されている者

とみなす。 とみなす。 

　なお、継続雇用制度の適用を受けていることの証明は、別 　　なお、継続雇用制度の適用を受けていることの証明は、別

記様式第３号の提出によるものとする。 記様式第３号の提出によるものとする。 

ロ　許可を受けた建設業の種類別の技術職員の数については、 ロ　許可を受けた建設業の種類別の技術職員の数については、

イに掲げる技術職員を、建設業の種類別に、次に掲げる区分 イに掲げる技術職員を、建設業の種類別に、次に掲げる区分

に分けることとする。 に分けることとする。 

①　建設業法第１５条第２号イに該当する者（以下「一級技 ①　建設業法第１５条第２号イに該当する者（以下「一級技

術者」という。）であって、かつ、同法第２７条の１８に 術者」という。）であって、かつ、同法第２７条の１８に

定める監理技術者資格者証の交付を受けているもの（同法 定める監理技術者資格者証の交付を受けているもの（同法

第２６条の６から第２６条の８までの規定により国土交通 第２６条の４から第２６条の６までの規定により国土交通

大臣の登録を受けた講習を受講した日の属する年の翌年か 大臣の登録を受けた講習を受講した日の属する年の翌年か

ら起算して５年を経過しないものに限る。以下「一級監理 ら起算して５年を経過しないものに限る。以下「一級監理

受講者」という。） 受講者」という。） 

②　（略） ②　（略） 

③　令第２９条第１号又は第２号に掲げる者であって一級技 ③　令第２８条第１号又は第２号に掲げる者であって一級技

術者以外の者（以下｢監理技術者補佐｣という） 術者以外の者（以下｢監理技術者補佐｣という） 

④　（略） ④　（略） 

⑤　建設業法第２７条第１項に規定する技術検定その他の法 ⑤　建設業法第２７条第１項に規定する技術検定その他の法

令の規定による試験で、当該試験に合格することによって 令の規定による試験で、当該試験に合格することによって

直ちに同法第７条第２号ハに該当することとなるものに合 直ちに同法第７条第２号ハに該当することとなるものに合

格した者、他の法令の規定による免許若しくは免状の交付 格した者、他の法令の規定による免許若しくは免状の交付

（以下「免許等」という。）で当該免許等を受けることによ （以下「免許等」という。）で当該免許等を受けることによ

って直ちに同号ハに該当することとなるものを受けた者、 って直ちに同号ハに該当することとなるものを受けた者、

登録基礎ぐい工事試験（建設業法施行規則第７条の３第２ 登録基礎ぐい工事試験（建設業法施行規則第７条の３第２

号の表とび・土工工事業の項第７号の登録を受けた試験を 号の表とび・土工工事業の項第５号の登録を受けた試験を

いう。）又は登録解体工事試験（同条第２号の表解体工事業 いう。）又は登録解体工事試験（同条第２号の表解体工事業

の項第６号の登録を受けた試験をいう。）に合格した者若し の項第４号の登録を受けた試験をいう。）に合格した者若し

くはレベル３技能者であって一級技術者、監理技術者補佐、 くはレベル３技能者であって一級技術者、監理技術者補佐、

基幹技能者及びレベル４技能者以外の者（以下「二級技術 基幹技能者及びレベル４技能者以外の者（以下「二級技術

者」という。） 者」という。） 

⑥　（略） ⑥　（略） 

ハ　（略） ハ　（略） 



（２）　（略）　　 （２）　（略）　　 

３～５－２　（略） ３～５－２　（略） 

Ⅱ～Ⅵ　（略） Ⅱ～Ⅵ　（略） 

別紙　１～３　（略） 別紙　１～３　（略） 

  

別記 別記 

  

様式第１号～第６号　（略）　　　 様式第１号～第６号　（略）　　　




